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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、国際商取引におけるソフトローである実務の形成と定着に各国・地
域の文化が影響を与えていることを分析し考察することにある。具体的には、国際商取引で使用される貿易関連
書類の中でもサレンダーB／L、海上運送状、そして電子サレンダーB/L といった新しい運送書類を対象にし、そ
れらを使用した国際取引の実務（国際ビジネスコミュニケーション、ビジネス交渉、取引慣行、商慣習そして国
際仲裁のルールなど）の形成と定着が各国・地域の文化（国民文化）から影響を受けていることを理論的そして
実証的に考察した。

研究成果の概要（英文）：The aim of this study is to analyze and consider that national cultures 
influence the formation of soft law in business practices. Specifically,we have examined trade 
documents such as S-BL, SWB, and E-SBL to understand the above-mentioned topic. Our research is both
 theoretical and empirical,and has conducted that global business communication, business 
negotiation, business customs, and ADR.

研究分野：国際電子商取引論

キーワード： 国際運送書類　船荷証券　海上運送状　サレンダーB/L　電子運送書類　ソフトロー　ハードロー　国民
文化

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の研究成果により、国際商取引の実務や商慣習がどのように形成され発展していくのかがある程度明らか
になったと考える。それは、今後、国際商取引の実務に導入されることが予想される国際電子商取引の普及と 
その後のルール形成に基礎データを提供するものである。電子商取引は、商取引の効率性・迅速性そして安全性
の問題は日本と日本の企業が持続的に成長し発展していくために重要な課題といえる。
また、本研究の成果は、実務の具体的なケースとその要因を提示するという観点から学際的に 研究が進められ
ている自律的秩序（ソフトロー）の形成および定着のメカニズムを説明する一助になると考えている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 
近年、運送書類を使用する国際取引の実務に変化が見られる。この変化に対して、国際商取引
論や貿易商務論の分野においては、従来から研究がおこなわれ てきた。例えば、Todd（1986）
や新堀（2001）などがある。これらは国際取引の制度が実務や商慣習の構築に与える影響を考察
する上で大変参考になる。しかしながら、運送書類の実務に各国・地域で特徴があること（例え
ば、アジアではサレンダーB／L が使用され、 欧米では海上運送状が使用される傾向にある）
やその形成や定着の仕組みについて十分に検討されていない。 
次に、実務や商慣習といった自律的秩序の形成や定着については経済学や法学においても研
究が進められている。例えば、経済学では、新制度派経済学（Sugden、1986）、比較制度分析（North、
1981；青木・奥野、1996）、進化ゲーム論（Schelling、1960）などがある。法学の分野では、ソ 
フトロー（国家の強制力なし）の観点から Abbott & Snidal（2000）や藤田（2008）などがある。
これらの研究のアプローチ法や分析方法は大いに参考になる。しかしながら、そこでは各国・地
域において実務や商慣習の形成や定着に特徴があることやそれらに文化要因（Hall，1976； 
Hofstede et.al.，2013）が影響を与えている可能性については十分に考察されていない。 
そこで、本研究では、各分野の専門的な共同研究者と研究協力者を迎えることで、多角的な視 
点から国際商取引における実務の形成と定着に文化が与える影響力について考察した。 
 
２．研究の目的 
 
本研究の目的は、国際商取引におけるソフトローである実務の形成と定着に各国・地域の文化
が与える影響について考察することである。具体的には、国際商取引で使用される貿易関連書類
の中でもサレンダーB／L、海上運送状、そして電子サレンダーB/L といった新しい運送書類を
対象にし、それらを使用した国際取引の実務（国際ビジネスコミュニケーション、ビジネス交渉、
取引慣行、商慣習そして国際仲裁のルールなど）の形成と定着が各国・地域の文化（国民文化）
から影響を受けていることを商学的および法学的な観点から理論的そして実証的に考察してい
る。 
 
３．研究の方法 
 
研究の方法は主に以下の通りである。 
(1) 運送書類に関するデータを国内外の企業へのアンケート調査から入手し、運送書類の発行状 
況（現在の発行数と割合、発行の推移など）を把握する。さらにそれらについてソフトロー
およびハードローの割合を明らかにする。 
(2) 運送書類に関する各国の外国法制度を調査し、国民文化が法制度の形成に与える影響を明ら
かにする。  
(3) 関連会社に対して、運送書類選択に関するアンケート調査を実施する。そこから得られた調
査データを分析し、国際商取引の実務の形成や定着に与える各国・地域の文化要因の影響を
理論的そして実証的に考察する。 
 
４．研究成果 
 
(1) 運送書類に関するデータを荷主および船会社への聞き取り調査から入手し、それぞれの発
行状況を明らかにした上で、ソフトローの割合が増加しつつあることを確認した。 
 
まず、東証一部・二部に上場している企業 204 社におこなった調査では、ソフトローである海
上運送状の使用率は 40％を超えていた。また、船荷証券の実務慣行であり、純粋なソフトロー
であるサレンダーB/L が約 36%となっており、高い数字を示している（第 1図を参照）。このよ
うに、日本で活用されている海上運送書類は、ソフトローである海上運送状とサレンダーB/L が
非常に高い割合で使用されていることが判明した（第 2図を参照）。 
 
第 1 図 東証一部・二部に上場している企業 204 社の海上運送書類の使用動向 



 
※以降の図では船荷証券を B/L，海上運送状を SWB，サレンダーB/L を S-B/L としている。 
 
第 2 図 海上運送書類におけるソフトローとハードローの割合 

  
 
 
次に、運送業者の運送書類発行率をみても、ソフトローである海上運送状やサレンダーB/L の
使用率が高いことを確認できる荷主と同様に、運送書類を発行する船会社 3 社においても海上
運送状やサレンダーB/L といったソフトローの発行率が高くなっている（第 4図を参照）。 
 
 
第 3 図 船会社 3社における運送書類の発行率 

 
 
第 4 図 船会社 3社におけるソフトローとハードローの割合 



 
 
さらに、船会社の発行する運送書類の変化についても考察した。ここでは、上述した船会社C
社が 2014 年と 2017 年に発行した運送書類の割合を確認する。第 5 図を見ると、ソフトローで
ある海上運送状およびサレンダーB/L の割合が上昇し（74％→79％）、ハードローである船荷証
券の割合が下降していることがわかる（26％→21％）。 
 
第 5 図 台湾船社C社の運送書類発行の推移 

 
 
(2) 国際商取引の実務や商慣習に各地域の「文化」が影響を与えていることを、サレンダーB/L
と海上運送状との使い分けを例に考察した。具体的には、各国や各地域の「文化要因（「コミ
ュニケーション様式の次元」と「個人主義指標」）」が影響を与えているという可能性を提示し
た。つまり、「高コンテキスト」で「集団主義」の傾向にあるアジア諸国では、（明文化されて
いない）商慣習でも定着しやすく、サレンダーB/L が好んで使用される傾向にあり、一方で、
「低コンテキスト」で「個人主義」の傾向にある北米や欧州では、明文化されたルールの使用
を好むために、成文法である海上運送状が使用される傾向にあると考える。 
 
第 6 図 非流通運送書類の選択に影響を与える文化要因 

 
 
(3)各国の国民文化が制度に与える影響については、海上運送状、サレンダーB/L および船荷証
券を対象にして、国内法が形成される過程の中で国民文化が果たす役割について考察した。特
に、120 年ぶりに改正された日本の商法で規定された海上運送状を対象にして、その導入の背
景を把握した上で、各国法と各国の要因との関係性について分析した。ここでは、国民文化を



始めとする各国の要因が制度の形成に影響を与えていることが明らかになった。 
 
(4)国際商取引で活用されているソフトロー（運送書類の規範）を対象に、その事例とデータか
らその現状・変化およびその背景を探ることで、運送書類におけるソフトロー・ハードローの
循環モデルを提示した（第 7図を参照）。このように、国際商取引では、迅速かつ安全な取引
を実現するために、ソフトローとハードローがお互いに補完し（ときには代替し）循環しなが
ら活用されていると考えられる。さらには、各国地域の「文化」によって、スピードや幅が異
なる可能性について言及している。 
 
第 7 図 運送書類におけるソフトローとハードローの循環モデル 
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